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1 .学ぶ人と働く人
平成14年9月
September, 2002 
かつて、「私つくる人、私たべる人」という言葉が流行したことがあったが、文部科学省の
言う 「日本型生涯学習（υ」（バラエテイに富んだ分野を市民講座的に公開する幕の内型）の担い
手のIつである民間カルチャーセンターの受講者層は、まさ しく 「私学ぶ人、私働く人jの様
相を呈している。
カルチャースクールの受講者はどんな人達であろうか。通商産業省 （当時）の調査デー タ（引
によれば、回収した全国のカルチャーセンターの519の事業所の受講者の総数は1,223,489人
で、このうち男性は208,925人、女性は1,014,564人であった。比率にすると、全体の83%は女
性で男性は17%である。
これをさらに年代別に整理し、多い順に並べた表 （表 1）がある（九「大人たちの学校」 の著
者山本氏によれば、カルチャーセンターを支えているのは女性であり 、なかでもその中核とな
っているのは、 50代を中心とする子離れ主婦層と、 20代に代表される OL層である。20代から
60代の女性だけで全体の 7割余りを占める。これに対して、男性は60代と50代が中心だが両者
を合わせても全体の7.5%に過ぎない。 20代、 30代、 40代を合わせても全体の5.7%にしかなら
ない。働き盛りの男性でカルチャーセンターに通う人 表1
は、 きわめて少数派である（ヘ という ことになる。
筆者の周辺でも、会社を定年退職してから、ょうやく
これから好きなことが学べるぞ、というんで、いろいろ
な講座に顔を出しているという話をよく耳にする。
別の調査データ（引は、女性受講者の属性を示してい
る。それによると、専業主婦が46%、有職者22%、パー
ト勤務の主婦12%、学生－生徒11%、その他9%という
ことで、 やはり専業主婦層が断然多い。
この実態では、「私つくる人そして学ぶ人、私たべる人
そして働く人」ということになりかねない。
誤解をさけるために申せば、専業主婦も勿論“働く人”
1 50代の女性
2 20代の女性
3 40代の女性
4 60代の女性
5 30代の女性
6 20歳未満の女性
7 60代の男性
8 70歳以上の女性
9 50代の男性
10 20歳未満の男性
1 40代の男性
12 30代の男性
13 20代の男性
14 70歳以上の男性
（人） （%） 
234,334 19.2 
189,406 15.5 
184,980 15.1 
153,080 12.5 
128,539 10. 5 
75,868 6.2 
51,419 4.2 
48,357 3.9 
39,875 3.3 
28,675 2.3 
27,212 2.2 
22,243 1. 8 
21,492 1. 7 
18,009 1. 5 
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である。しかし、本論文における “働く人”とは、主として 「企業で働く人jを指している。
働き盛りの男性は何故少ないのであろうか。この疑問に答える端的な調査データがある。N
H K放送文化研究所の成人に対する学習関心調査 （1990年（61）では、学習を成立させている外
的要因として、時間的条件をあげている。自由時間の多い人に学習を行っている人がもっとも
多く、逆に自由時間の少ない人に学習を行っている人の比率がもっとも少なかったのである。
平日の自由時間を尋ねる調査では、〔1時間以下〕 の人が18.1%、〔2時聞から 4時間） の間
に一番多く分布しており約6割弱、〔5時間以上〕は25.1%となっている。そして、自由時間の
少ない〔1時間以下〕というのは、男女とも20代後半から40代までの有職者である。
たしかに、日本の働き盛りの企業人は、物理的に自由時間が少ない。法定労働時間は、 1日
8時間であるが、 休日出勤あり、毎日残業あり、家への仕事の持ち帰り、所謂風呂敷残業あり
と結構長時間労働である。加えて通勤時間（特に首都圏のサラリーマンは遠距離長時間通勤者
も多い）ありである。
物理的に自由時聞が少ない、ということだけではない。問題は、精神的に自由と感じる時間で
ある。会社から家に帰っても、休日も職場や仕事のことが頭を離れない会社人は多いし、日曜
日はゴロ寝をして労働力の再生産に努める人も多い。日々、 仕事と生活維持に精一杯である。
文部科学省の言う日本型生涯学習を享受するには物理的且つ精神的ゆと りが欠如している。
慶麿大学の島田晴男教授は、ある講演（7）で、 現代会社人は、「会社人としての人格jの他のい
くつかの人格を忘れてしまっているのではないか、と言っている。自分を大切にするという基
本的人格、 それから「家庭人」と しての側面。自分の子供の友達の名前を何人言えるかという
質問をしている人がいて、はっとした。本当にそれほど覚えていないんですよね。と島田氏は
言っているが、多くの男性会社員にも当てはまると思われる。
三番目は 「社会人」、たしかに隣にどういう人が住んでいるかは知っているが、何をしてい
る人か、名前もよく分からない。地区の連帯感なんてない。筆者自身の身の廻りにも同じよう
な人が多い。
であるから、働き盛りの人々で、民間カルチャーセンターに通う人が少ないのと同様に、地
域行政機関が主催している文化講座等の生涯学習プランやまちづくりプラン等への参加も決し
て多くない。という ことが推測されるのである。
しからば働く人達の学習活動はどう なっているのであろうか、企業における学習活動、企業
における能力開発、 企業内教育等について働く人のサイドから考察することにしたい。
2.働く人の学習活動
一企業における能力開発一
「企業で働く人の学習」ということになると、まず頭に浮かぶのが、企業はどんな教育体系
をもっているのか、ということである。
もともと、企業と教育の問題は、2つの側面をもっている。 即ち、「企業にとっての教育jと
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いう側面と、 「働く人にとっての能力開発」という側面の両方を含んでいる。
われわれの眼にふれる個別企業の教育体系 （図）は、 勿論「企業にとっての教育Jの側面か
らまとめられているが、概ね、その企業が実施や企画している集合教育コースや教育施策を、
その対象者 （層）とか、教育内容とか、あいまいな分類基準で図示されているものが多い。
ところで企業は教育をどのよ うに位置づけて行っているのであろうか。
結論から言えば、企業にとって教育は、まず一番目に、「経営上の問題の解決の1つの手
段りであるということが出来ょう。経営課題の解決や達成が目的であ り、教育はあくまでそ
の為の「手段jである。
例えば営業成績があがらない、という経営上の問題が存在すると した時、営業成績をあげる
にはいろいろな方法があるが、 その lっとして 「営業マンの教育」が浮上してくるのである。
もっとも、ある朝製造の現場でモーターが故障した。原因は製造オベレー ター の点検ミスで
ある。この時、その対策をうつべき原因として、 往々にして「監督者の教育が悪い」とく る。
はたまた、監督者が悪いのは、そのまた上級管理者の教育が悪い、という具合に原因が社長ま
でいしという笑い話がある。教育で対策をとるという ことは、かつて宗像誠也氏も言った
「教育によって仕末をつける（引」ということに安易になりかねない側面をもっている。
次にもう Iつ、企業における教育の意義は、いずれにしても個々の従業員の職務能力の向上
は、必ずや企業業績の向上にプラスの方向で作用するに違いない、という思いである。
現実に教育ニーズが極めて明確な教育プログラムからアイマイなものまで、個別企業内教育
コースの目的は、この両者の聞に位置している。
企業内教育に関する文献（10）によれば、企業内教育の位置づけを次のよ うに述べている。「ま
ず、静態的な位置づけでは、人事管理を次の3つの領域に分ける。第lは組織管理（職務を定
義し、職位を編成する活動）、第2は能力管理（職位と能力との調和を図る活動）、第3は処遇
管理（労働の対価を支払う活動）である。教育訓練は、このなかで第2にあげた能力管理の一
翼を担っており、経営が必要とし（あるいは将来必要とするであろう）、かつ不足している
（あるいは将来不足するであろう）、 人的能力を開発伸長させる働きかけにほかならない。」と
いう山田雄一川氏の所説を引用している。
さらに、動態的位置づけと称して、HRM(Human Resource Management）の枠組みの中で、
HRD (Human Resource Development、人的資源開発）と位置づけ、長期的計画にもとづき現状
のギャップを調整するために人材の育成 ・教育を行う企業内教育の側面である。という森田一
寿氏の枠組みを引用している。
長期経営ビジョンや戦略を反映した人材の長期計画という考え方は、頭ではわかる。しか
し、 筆者はこれまで実効ある人材の長期計画なるものにお眼にかかったことがない。まして、
長期人材計画のベースになるべき長期経営計画自体、その有効性については議論の多いところ
である。かつて、大手繊維メーカーT社は、長期経営計画、就中、 計数計画は意味がないとい
うことで廃止し、現存する又は予想される経営課題の検討に切りかえたというケースもある。
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長期経営計画論に深入りすることは避けるが、長期にしろ、短期にしろ、予想にしろ、「人的
能力のギャップとか不足」ということは、経営上のある時点での問題のlつに他ならない。そ
の問題に対して教育が有効で、あると思われれば対策の lっとして教育計画が浮上してく る、と
いうことなのである。
さらに後述するが、企業内教育の中には、その狙いが、必ずしも個々の従業員の専門的職業
能力の向上を意図しているわけではないが組織力向上の為には必要、といった教育研修もかな
り存在しているのである。
それでは一方、働く人にとって、能力開発はどのような意義をもっているのであろうか。
まず、働く人にとって、仕事能力（職業能力）の向上は、なによりも物質的 ・精神的に生活
（職業生活）の安定（安定感）を支えるものである。
思えばサラリーマンの取柄は、 大金持ちになることでも、特別の名誉に輝くことでもない
（例外はあるがいささやかではあるが「安定」こそ取柄であり、（その安定も近年危しくなっ
てはいるが…）この安定を支えるのは、まさしく職業能力、いわば「腕」であり、 腕への自信
に他ならない。
それも単に現在の仕事について強くなることだけではない。技術進歩の中で、自らの能力の
陳腐化を防ぎ、活き活きと した仕事能力を維持することが必要である。
働く人にとって第2番目の意義は、新しいキャリア開発の準備としての能力開発である。イ
ノベーションにより、事業構造の変化により、 これまで経験を積んできた職種と全く異なる職
種への転換が必要とされる場合もある。或は、 不幸にして事業閉鎖等によ り失職し、他の企業
に職を探すことになるかもしれない。そして労働市場の状況によっては、これまで経験したこ
とがない新しい仕事につかねばならないこともあろう。
まさしく未来の変化に対する準備としての能力開発は働く人にとって重大な意味をもつので
ある。現代の経営環境の中でますますその必要性は高まっている。
勿論、消極的なキャリア開発ばかりではない。自己実現と自らの目指すキャリアに向かつ
て、主体的、積極的なキャリ ア開発、その為の能力開発もある。
働く者の能力開発、働く者の学習の第三番目の位置づけは、直接仕事に関わらない学習活
動、例えば教養を深めたり、趣味を究めたり、 知的興味を探究する、或は自由な仲間とのコ ミ
ュニケーションの機会をもっ、等人間としての多面的な自らの能力の可能性を試すための学習
活動である。
これまで述べてきたように、企業にとって、又働く個人にとって教育や能力開発 ・学習活動
のもつ位置づけは多様であり且重要である。
こうした位置づけを踏まえて、日本企業の企業内教育の実態がどうなっているか、働く者の
学習活動の実際はどうであろうか、日本企業の教育体系（図）からその辺の考察を進めてみる
ことにしアこい。
図1は、やや古いが総合化学会社B杜の教育訓練体系図（ロ）である。
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自己実現をもとめて I 
57 
ここではB社のケースに加えて次の丈献にみられる教育訓練体系の諸ケースも参照した。
・日経連 「新 ・日本的経営システム等研究プロジェクト」報告書、 第7章経営戦略に沿った
能力開発、に記載されている教育体系図 （例）
・日本労働研究機構「企業内教育の現状と課題」（1996、資料シリ ーズ、No.59）に記載され
ている、企業の教育訓練体系図。
－日経連、 （社） 日本産業訓練協会「産業訓練 実態調査」（第9回、 2000年度）の調査集計
結果からの類推。
－富士ゼロックス総合教育研究所、日本能率協会マネジメ ントセンター 「人事教育白書」
これらの大企業モデルの企業内教育体系は、基本的にはどれもあま り変わらない。前述した
ように、教育体系図は企業が企画 ・主催している集合教育コースを分類 ・整理して示したもの
にすぎない。：Jlずしも企業における能力開発の施策 ・仕組みの全体像をあらわしているわけで
はない。集合教育の分類の枠組みもどの企業もあま り変わらない。即ち、階層別教育、職能別
教育又は専門分野別教育、共通教育として管理技術教育、自己啓発援助、そして部場 ・組織別
研修等という具合いである。勿論、 個別企業によって集合教育コースの数 ・内容には違いがあ
る。又一般的に従業員規模の多い企業の方が、社内により多く の教育コースを用意しており、
中小企業は社外の研修コースを利用する割合が高い。
これら体系図からは、企業における能力開発の構造が見えてこない。そこで能力開発の主体
である働く従業員のサイドから企業の能力開発を整理すると、図2のよう になる。
図2は、 4本の柱からなっている。左の方から、「経営情報の共有・ 組織力の向上」、 「担当す
る仕事の力をつける」、「教養を深める ・健康づくりを行う」、「新しいキャリアの形成Jの4つ
である。
左に位置する柱ほど組織目的が濃く、 右の柱ほど個人（働 く人） 目的が強い。中間の柱
（「担当する仕事の力をつける」）は、組織目的と個人目的が重なるゾーンである。
左サイドに 「階層別教育」が位置しているが、働く人のマネジメント能力の向上を目的とす
る研修（マネジメ ント研修） と、経営理念や経営情報を共有し、組織の中核的位置にある人々
の組織へのロイヤリティを高める為の研修とを区別した。
中心のゾーン（「担当する仕事の力をつけるJ）では、いわゆるOJTの部分にウエイトを置
き、それを支える人事制度等の仕組みについても付加した。担当している仕事に関して、職務
能力の向上に関係する諸々の集合教育は勿論このゾーンである。
社内において、いままで経験したことのない職種へ転換する為の準備、現在の会社にこだわ
らない新たなキャリア形成の為の準備、等は右サイドの「新しいキャリ アの形成」である。
こう してみてくると、企業における教育、働く人にとっての能力開発の中心は、仕事経験そ
のものと、仕事の過程を通しての学習をおいて他にない。
仕事の専門能力をつけるには、次のような経験 ・習熟 ・知識が欠かせないと思われる。 ①専
門分野の豊富な仕事の実務経験、①専門分野について、責任ある（自立的な）立場で問題を解
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決した一定期間の経験、①専門分野及びその関連分野についてのベーシックな理論 ・知識の体
系的な取得、④専門分野についての最新の情報・理論のフォロ一、 ⑤専門分野についての組織
固有の規程 ・習慣 ・ノウハウの習熟、である。（詳しくは拙著参照（13)
教育体系における集合教育コースは、そのスケールにおいて、仕事能力向上にとってほんの
脇役である。日経連 ・日本産業訓練協会の「産業訓練実態調査は4）」（2000年度）によれば集合研
修の研修期間としては2～3日程度が61.1%と最も多く 、以下1日程度20.4%、4～5日程度
12.3%と続く。しかも集合教育の受講は、多くとも年にl～2回、 数年間受講機会が全くなか
ったということ もめずらしくはない。 l人l人の従業員からみれば、専門能力開発の主役にな
りうる程の迫力はないのである。（勿論「社内技能短大Jなどの例外はある。）
図2にあげた人事制度や仕組みが働く人の能力開発に役立つかどうかは、「運用のしかた」に
かかっている。能力開発に対する経営姿勢、組織風土、さらによ り具体的に、ついている管理
者の人間性にかかっている。人事配置 ・育成についても、必要人事が優先し、計画的配置 ・異
動などとても出来ない、 という企業、分野は非常に多いし、目標による管理も、成果主義の評
価ツールとしてしか考えない企業も多い。
教育休暇制度に至っては、 先の日経連・日産訓の調査，151では、すでに実施している企業は
9.4%、今後実施する予定の企業は1.8%であり、約80%弱の企業は実施する予定もないので
ある。
「教養を深める」、「健康づくりを行う」という柱については、近年、仕事に関係する研修や
学習が主体の企業内教育にあって、選択講座として「教養講座」を実施する企業もでてきたと
言われている。その広がりや程度については定かではないが、極めて少ない例であることが推
察される。
殆ど働く人の自己学習に委ねられているのが、右サイドの柱「新しいキャリアの形成jである。
まず、 企業の中で新しい職種への転換、今まで経験したことがない分野への人事異動はよく
あることである。就中、営業から管理部門に、 管理部門から営業へと管理者が異動することも
あり得ることである。これらの場合、特別な職種転換教育があるわけではなく新しい分野のマ
ネジャー職の職務能力は殆ど自己学習によって、短期間のう ちにマスター することになる。
自己学習によってマスター しにく い、 専門的な技能 ・技術や能力を必要とする場合は、職種
転換教育が行われることもある。例えば、工場閉鎖に伴い、 オベレーターが別の工場に転勤す
る場合、或は新規事業の場合等々である。いずれにしても配置転換が決まった人を対象に行わ
れるものである。
松下電器の 「変身大学1り は、この点ユニークである。社内公募制 （オー プンチャ レンジ制
度）を前提と しているのではあるが、配置転換がきまった人を対象と しているのではなく 、新
たな仕事にチャレンジするための専門能力を身につけたい人を対象としている。開設している
学部（専門分野） は、例えば、 半導体部門、高周波回路、 人事、経理、法務、知的財産権等
1997年9月時点では、 16学部となっている。自ら積極的に能力開発を行い、新しい社内キャリ
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アにチャレンジするということは、これ迄の日本企業にはなかった仕組みである。
さらに一歩進めて、杜内・社外にこだわらず働く個々人が新しいキャリア開発を行うこと、
経験したことのない新しい職種への転換を目指して職務能力の開発を行うこと、こうしたこと
に対する企業の支援策はあるのだろうか、現状ではこの点について全くの期待薄である。自己
学習以外にはないのである。先の日経連・日産訓の調査において、エンプロイアビリティ（雇
用される能力）の形成・向上に関する質問川もしている。回答中、自由意見欄には次のよう
に、エンプロイアピリティを企業で実施することへの懐疑がょせられている。
－企業が援助するのは立派なことですが、それを行うことが結果として企業の戦力にプラス
であるという意見と、そこまで行う必要 （責任）があるのか、という意見が分かれるとこ
ろです。
－正直なところあまり実施していませんO 会社としてもそこまで気がまわっていないのでは
ないかと考えられます。等々
本調査の報告書には、『結果的には、自己責任・自助努力という観点からの「従業員任せJの
様相が窺える』としている。
従業員の雇用を守るという経営姿勢・価値感がゆらぎつつある現代企業社会にあって、エン
プロイアビリテイの問題は働く個人にとって大事な問題である。働く者が社会的に需要の多い
職種への転換をめざしてキャリア形成を行う、その為の能力開発を行う、そうしたことが可能
な社会でなければならないだろう。生涯学習社会とは、まずそういうことを可能にする社会の
ことではないだろうか。
この点について現状はどうだろうか。現代における代表的な雇用のミスマッチのケースに焦
点をあててみようと思う。
3.職業能力と雇用のミスマッチ
ーソフトウエア技術者のケースー
近年、日本の失業率が5%をこ
え、高水準で推移している。その
要因のーっとして、企業の求人条
件と求職者の希望が合わない、い
わゆるミスマッチの存在があげら
れる。（図3)
図3 増えるミスマッチ失業
日本労働研究機構の調査では、
求人が充足しなかった理由とし
て、大きい順に①やる気のある求
職者や社風に合った人柄の求職者
がいなかった、②応募者の職業能
6 
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力や経験が求人条件と合わなかった、③応募者の年令が条件に合わなかった、 ④賃金等労働条
件が求職者の希望と合わなかった、ということである。 （図4)
図4 求人が充足しなかった理由
希望するコンピュータの操作能力
能｜を持った応募者がいなかった
力l希望する外国語の能力を持った応
｜募者がいなかった
金又｜ 条件とした公的資格を持った応募
i土｜ 者がいなかった
火 l 応募者の職業能力や経験が求人条
件と合わなかった（上記3項目を除く）
応募者の年齢が条件に合わなかった
応募者の’主歴が条件に合わなかった
賃金が求職者の希望と合わなかっ
たようだ
労｜ 労働時間・休日が求職者の希望と
働｜ 合わなかったようだ
条 ｜転勤があることが求職者に嫌われ
件｜ たようだ
会社の所在地が求職者の希望する
通勤事情と合わなかったようだ
応募者が予想以上に多かったので求人条
件えお改めてから再募集することlこした
求人数が多かったため必要な人数
を採れなかった
やる気のある求職者や社風に合っ
た人柄の求職者がいなかった
その他
。 10 20 30 
資料出所 日本労働研究機構「失業構造の実態調査J(l998、99年）
（注） 複数回答である。（図は「平成13年版労働経済の分析」）
40 
（%） 
職種別にみれば、求人に対する充足率が特に低い職種は、情報処理技術者である。図5にあ
るように、全職種の充足率が上昇している中で、1995年以降、情報処理技術者の充足率は低下
している。
又前記の日本労働研究機構の調査(18）によれば、1998年～2000年において、情報関連企業で採
用予定人数を全部採用できた企業は45%にすぎない。採用できなかった理由としては、「必要な
知識・技術をもっ人材が少なかった」が56%で最も多く 、又今後もこのように、必要な知識 ・
技能をもっ人材の不足が一層進展するとする企業は74%にのぼっている。
情報処理技術者の場合は、必要な職務能力をも った人材の不足がミスマッチの最大の理由で
あり、その傾向は今後も増加することが予想されるのである。
失業の問題は、まさに働く 人の能力開発、職業的能力に関する学習の問題であり、働く人の
キャリアデイベロップメントにかかわる問題なのである。
一口に情報処理技術者といっても抽象的である。ソフ トエウア技術者、就中システムエンジ
ニアの分野が不足している。経済産業省の調査では、1990年～1999年までの10年間にソフトウ
図5 情報処理技術者の充足率の推移
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資料出所 厚生労働省 「平成13年版労働経済の分析j
（注） 充足率は、新規求人に対する就職件数の割合。
新規学卒者、臨時・季節友びパートタイムを除く。
各年8月の数値である。
図6 情報サービス業の職種別従業者数構成比の推移
（年）
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資料出所 経済産業省「特定サービス産業実態調査一情報サービス業編一」
（注） 1999年は、臨時・日雇を含む。 （図は「平成13年版労働経済の分析」）
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エア技術者の中で、システムエンジニアの従業者数は増加し、これに対してプログラマーやキ
ーパンチャーは減少してきている（図6）。この傾向は、技術革新や技術変化がソフトウエア
開発工程における職務のウエイトを変化させたことに起因するといわれている（山。
ここで、この問題を働く人間のキャリア形成の観点から考えてみると、失業している人、或
は在職中の中高年サラリーマンで、今迄別の職種についていた人 （例えば営業マン等）が、能
力開発をすることにより、短期間にSEが出来る力をつけることが可能な学習機会の存在が必
要となってくる。
勿論、この場合、SEという職種は中高年になっても充分やっていける職種であるという前
提がある。この点については、 SEの年令限界説（却）もあるが、最近の研究では、年令限界説を
否定する見解が多い。梅沢（21)は、コンビューターメーカーと情報サービス産業の2杜におい
て、年令別にソフトウエア技術者の人事評価を考察し、40才代、 50才代のソフトウエア技術者
が十分な職業能力をもっていることを示唆していると結論づけている。そして、限界があると
すれば、それは年令要因ではなく、ソフトウエア技術者の経てきたキャリアの内容、ソフトウ
エア技術者の所属する企業の類型 （ex. システムベンダ 型ー企業か、 プログラムベンダー型企
業か、…）の違いによるものであるとしている。
ともあれ、実際のソフ トウエア技術者の就業状態は、システムエンジニアの方がプログラマ
よー りも中高年の割合が大き く、又近年、 システムエンジニアの中高年令化がかなり進行して
いる（辺、。
ところで、システムエンジニアにはどんな能力が必要なんだろうか。職務能力という点で、
企業が求めるSE像はどんなものだろうか。日本労働研究機構の実態調査（出）によれば、求めら
れる能力のウエイトは初級SE、上級SE、プロジェク トマネージャー 、ネットワークエンジ
ニアといった職種によって異なってはいるが、共通には、次のよう な職務能力が要求される。
「この分野の技術的な専門知識」、「新しい技術への対応」、「特定業界 ・分野（お客様の業界等）
の業務知識J、「学習意欲」、「プレゼンティション能力」、「コミュニケーション能力」、「マネジ
メント能力」、「リーダーシップ」と幅広い。
企業がSEを 「即戦力」として採用する場合、採用条件として、職務経験年数を lつの指標
としている。大手企業 ・ネームバリューのある企業など採用市場における優位性によっては、
又求人需要状況によっては、求める経験年数に差があるとされているが、平均的には3年強ロ
といわれている。
求める職務経験年数というのは、厳密にいえば、ただ単に長い期間ソフトウエアの仕事につ
いていたということではなく、そこでどんな仕事を してきたのか、どんな立場でどんな仕事を
こなしてきたのか、 要するに本当にどの程度出来るのか、という ことのメルクマールに過ぎな
いのである。この場合企業は、学校でこういう知識を学んできたとか、こういう資格を持って
いるということは、本当に出来るかどうかの力を保証するものではない、と考えているのであ
る。
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現代の日本の学校教育、就中普通教育校は、多く の場合そのまま出来る力としての職業能力
をストレートに養成し得ていない。職業能力養成を目的にしている職業高校、公共職業訓練施
設、民間の専門学校等の場合は、どこまで企業の求める即戦力に迫れるかは、養成職種 （科
目）の難易度、カリキュラム （含教育方法・期間）等によってかなり差がある。
学校を出てから長期の職務経験を経て、そこで、 鍛えられ、そこでイチから学んで、、モノに
なる。この「学校＋職務経験」という方式が在職しつつ新しい職務能力を形成することを難し
くしている。労働市場流動化の時代にあっては、今迄とは、即ち長期雇用を絶対の前提と した
人材の内部化の時代とは異なった職務能力の形成のあり方が必要になってきているのである。
新しい職務能力養成にかかわる学習システムは、求められる仕事能力（行動）をストレート
にマスターするものであり、学習を終えてから更に長期の職務経験を必要とするものではな
い。短期の職務経験でl人前になり得る力をつけるものでなければならない。
この点については、 真に行動できる力をつける学習システムの研究と実践を続けてこられた
故矢口新氏と、能力開発工学センター （お）の成果が多くの示唆を与えてくれるものと思われる。
4.おわりに
われわれは、こうした学習システムの開発と学習機会提供サービスを公共的機関に、具体的
に言えば、生涯学習のプランナ一、地域の生涯学習のプランナーに期待したい。
前述したように、企業にはこの点を期待できない。「変身大学」にみるような自社内の職種転
換教育はともかく、企業がエンプロイアピリティに関する責任を負うことは難しい。
又独立経営体である学校が、変化する市場動向の中で、ある職業技術に焦点をしぼってコス
トと時間をかけリスクを負って新しい学習システムを開発することにも限界がある。
本論文で取りあげた 「ソフ トウエア技術者jは未だ解決されざる現在的な 1つのケースであ
る。変化する社会の中で、地域で養成すべきキーとなる技術能力、職業能力の動向を見究め、
その為のすぐれた学習システムを開発し、学習機会の提供サービスをコオーデイネイ卜する力
と能力が生涯学習担当プランナーに求められている。
それは又、地域の生涯学習プラ ンナーのとるべきリーダーシップの重要な 1つの分野であ
り、リーダーシップをとるべき重要な方向の Iつなのである。
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